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３．労働者の健康情報を取り扱うに際しての事業者の義務等 

（７）特に配慮が必要な健康情報の取扱いの留意点 

○ＨＩＶ感染症やＢ型肝炎等の慢性的経過をたどる感染症の感染状況に関する情報や、

色覚検査等の遺伝情報の取扱いは、特に慎重に検討を要する課題である。これらにつ

いては、事業者が就業上の配慮を行う必要性がない場合が多いので、職業上の特別な

要求がある場合を除いて原則として収集すべきではないと考えられる。 

○ＨＩＶ感染に関する情報は、感染者に対する社会的偏見と差別の契機となるおそれが

あり、極めて秘密性の高い情報に属するものである。本人の同意を得てＨＩＶ検査を

行う場合であっても、真に自発的な同意を得られるかの問題があり、本人の同意があ

っても検査は行わないことが望ましい。 

○また、労働者を海外に派遣する際に、渡航先からＨＩＶ感染の有無等、特定の感染症

に関する個人の健康情報の提供を要求される場合には、労働者本人の任意の対応に委

ねるべきである。 

具体的には、労働者の派遣にあたって、事前にこれらの健康情報を渡航先から求められ

ることを周知した上で派遣の希望を確認することが望ましく、派遣を拒否したことに

より、ＨＩＶに感染していることが疑われるような事態を生じることを避けるような

配慮が望ましい。 

○その他の感染症情報については、それぞれの感染症の内容を考慮し、その情報の取扱

いについて産業医・産業看護職・衛生管理者等の産業保健スタッフが協議した上で判

断することが必要である。この場合、職場において感染する可能性の低い感染症に関

する情報まで収集する必要性はないと考えられる。 

○一方、結核など職場において感染し、職場に蔓延する可能性が高い感染症の情報につ

いては、感染の拡大を防止するために、本人の承諾を得ることなく情報を取り扱う場

合も生じ得るが、その場合であっても、本人のプライバシーに配慮し、必要な範囲の

対象者に必要な範囲の情報を提供することとすべきである。 

○メンタルヘルスに関する健康情報のうち、精神疾患を示す病名は誤解や偏見を招きや

すいことから、特に、慎重な取扱いが必要である。 

また、周囲の「気付き情報」の場合、当該提供者にとっても個人情報であり、当該提

供者との信頼関係を維持する上でも慎重な取扱いが必要となる。 

メンタルヘルスに関する情報の取扱い方が不適切であると、本人、主治医、家族など

からの信頼を失い、健康管理を担当する者が必要な情報を得ることができなくなるお
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それがある。 

○したがって、メンタルヘルスに関する健康情報の収集や利用等その取扱いについては、

産業医等がその健康情報の内容を判断し、必要に応じて、事業場外の精神科医や主治

医等とともに検討することが重要である。 

なお、メンタルヘルス不調の者への対応にあたって、職場では上司や同僚の理解と協

力が必要であるため、産業医・産業看護職・衛生管理者等の産業保健スタッフは、本

人の同意を得て、上司やその職場に適切な範囲で情報を提供し、その職場の協力を要

請することも必要であると考えられる。 


